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これまで行ってきた研究の内容

医療レセ
プト

ＤＰＣデー
タ

介護レセ
プト

関連情報

DPC研究班DB

NDB

病院団体DB

総合DB

• DPC制度の精緻化（分類見直しを含む）
• 臨床研究
• マネジメント手法の開発
• 質評価指標の作成
• 医療計画への応用

• 質評価事業の支援

• 地域医療構想策定のためのデータ
集作成

• 傍証機能別病床数の推計
• 必要医師数の推計

• 医療・介護を連結した可視化による
地区診断

• 医療介護に関する事業評価

• 各種計画の策定及び評価手法の開
発

全国レベル

地域レベル

基本技術はレセプトデータの加工 2



内部管理

DPC
Project

臨床研究

病院機能の評価

電子化

病院管理

分類精緻化

定義表の
精緻化

原価計算

適切な値決め

救急

総合性

複雑性

効率性

地域貢献

ICD coding のルール

code finderの
開発

DPCを用いた病院
管理手法の開発

経営分析

ベンチマーキング

質指標

DPCをベースとした
電子レセプト

医療経済研究

臨床研究

coding logic の
電子化

DPC研究班の
目指したもの

機能係数
としての評価

DPC セミナー
による人材開発

Health Service Researchの
ための基盤整備

医療サービスの
情報化

データの質改善

CCP matrix

電子レセプト
の一般化

医療計画への
応用

Evidence based health policy の促進

非急性期の
評価
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主要診断群（ＭＤＣ）の分類

主要診断群（MDC） MDC日本語表記

01 神経系疾患

02 眼科系疾患

03 耳鼻咽喉科系疾患

04 呼吸器疾患

05 循環器系疾患

06 消化器系疾患、肝臓・胆道・膵臓疾患

07 筋骨格系疾患

08 皮膚・皮下組織の疾患

09 乳房の疾患

10 内分泌・栄養・代謝に関する疾患

11 腎・尿路系疾患及び男性生殖器系疾患

12 女性生殖器系疾患及び産褥期疾患・異常妊娠分娩

13 血液・造血器・免疫臓器の疾患

14 新生児疾患、先天性奇形

15 小児疾患

16 外傷・熱傷・中毒

17 精神疾患

18 その他の疾患
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北九州医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成23～26年度厚生労働省データ：MDC別救急搬送患者）
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DPC公開データによる急性期入院医療へのアクセシビリティの評価
（H25年：福岡県・くも膜下出血）

出典： 医療計画作成支援データブック（厚生労働省・2015） 6



Gini係数を活用した機能分化レベルの評価
（平成26年度データ： 急性心筋梗塞・入院）

福岡・糸島医療圏

Gini係数=0.28

岡山南東部医療圏

Gini係数=0.51
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（１） 一般病床のレセプトを
ＤＰＣでコーディング

C1

C2

C3

day

（２） 1日当たり出来高換算コスト
の入院後日数ごとの分布

DPCごと、患者ごとにC1以上を高度急性期部分、
C2以上C1未満を急性期部分、
C3以上、C2未満を回復期部分
C3未満を慢性期部分に分解し、集計

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

DPCコーディングを活用した機能別病床推計

DPCごとに集計

（３）病床稼働率で割り戻し、病床数とする

医療レセ
プト

ＤＰＣデー
タ

1入院
データ化

ＤＰＣコー
ディング
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将来推計の方法

DPC別・病床機能別・性年齢階級別・患者住所地別・医療機関住所地別受療率
（1日あたり、生保・労災・自賠責等の補正後）

×

推計年度の患者住所地別・性年齢階級別人口

＝

推計年度のDPC別・病床機能別・性年齢階級別・患者住所地別・医療機関住所地別患者数
（1日あたり）

÷

病床利用率（高度急性期＝75%、急性期＝78%、回復期＝90%、慢性期＝92%）

＝
推計年度のDPC別・病床機能別・性年齢階級別・患者住所地別・医療機関住所地別病床数

（1日あたり）

患者住所地別
病床数

医療機関住所地別
病床数

人口構成・傷病構造・受療動向の
地域差を反映させた病床数推計 9



資料： 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会
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病床機能報
告との差
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資料14‐3 現状の病床数と必要病床数の推計値の比較【医療機関所在地ベース：北九州】
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療養病床

一般病床

18,174

16,14216,604

現 状 推 計

※ 許可病床数(2013年)は、厚生労働省「医療施設調査」による。
※ 病床機能報告(2014年)については、各医療機関が定性的な基準を参考に自主的に医療機能を選択したもの。ま
た、2014年の集計率は病院94.7%、有床診療所79.4%であり、この他にも医療機能未選択の病床781床がある。
※ 慢性期については、特例適用が可能な医療圏（有明、飯塚、直方・鞍手、北九州、京築）は特例適用の数値を、
それ以外の医療圏はパターンBの数値を採用。

▲1,725床
▲30.2%

＋3,150床
＋173.2%

▲1,110床
▲17.3%

▲777床
▲29.2%

急性期

高度急性期

回復期

慢性期

病床機能報
告との差
▲462床
▲2.8%

許可病床
数との差
▲2,032床
▲11.2%



訪問診療を支える訪問看護の役割

344の二次医療圏のSCRの相関分析結果から（H24年度データ）

訪問診療と訪問看護指示、在宅での看取り、ターミナルケア提供は
強い正相関がある
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訪問診療を支える訪問看護の役割

344の二次医療圏のSCRの分析結果から（H24年度データ）
訪問診療（居宅）のSCRに関連する要因の多変量解析結果

訪問診療（居宅）には訪問看護指示、緊急往診、在宅療養中の
患者の緊急受け入れ態勢、訪問薬剤指導があることがプラスに
関係している。

13



指摘された２つのこと
【医療の質】
日本の医療は質評価の
体系的な仕組みがない

【精神医療】
日本の精神科医療には
改善すべき点が多いことが
指摘された・・・
・ 長い入院機関
・ 社会復帰対策の遅れ
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医療の質とは

• 臨床の質
–構造（Structure）
–過程（Process）
–結果（Outcome）

• 経営の質
• 制度の質

–公平性（アクセス・負担）
–効率性
–持続可能性

レセプトデータで一定程度
把握している
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様式1とEFファイルを用いた医療プロセスの分析例
患者数と診療ガイドライン順守率
（急性胆管炎： 平成20年度データ）

診
療
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
順
守
率
（
％
）

患者数（退院ベース・人） 16



2011年度医療の質の評価・公表等推進事業（済生会）

No. プロセス アウトカム 臨床指標
DPC、電レセ
で完結

1 1 入院患者の満足度 ×

2 2 外来患者の満足度 ×

3 1 ○ 公費負担医療患者の割合 ○

4 2 ○ 高齢者における褥瘡対策の実施率 ○

5 3 ○ 高齢者における褥瘡の院内発生率 ×

6 4 ○ 手術が施行された患者における肺血栓塞栓症の予防対策の実施率 ○

7 5 ○ 手術が施行された患者における肺血栓塞栓症の院内発生率 ○

8 6 ○ 術後の大腿骨頸部/転子部骨折の発生率 ○

9 7 ○ 手術難易度分類別の患者割合 ○

10 1 ○ 急性脳梗塞患者に対する入院翌日までの早期リハビリテーション開始率 △

11 2 ○ 急性脳梗塞患者に対する入院翌日までの頭部CTもしくはMRIの施行率 △

12 3 ○ 急性脳梗塞患者における入院死亡率 △

13 4 ○ 急性心筋梗塞患者に対する退院時アスピリンあるいは硫酸クロピドグレル処方率 ○

14 5 ○ PCIを施行した救急車搬送患者の入院死亡率 ○

15 6 ○ 出血性胃･十二指腸潰瘍に対する内視鏡的治療(止血術)の施行率 ○

16 7 ○ 人工膝関節置換手術翌日までの早期リハビリテーション開始率 ○

17 8 ○ 人工関節置換術等の手術部位感染予防のための抗菌薬の1日以内の中止率 ○

18 9 ○ 乳がんの患者に対する乳房温存手術の施行率 ○

19 10 ○ 胃がんに対する内視鏡的粘膜下層剥離術（ESD）の施行率 ○

20 11 ○ がんのステージ別入院患者割合 ○

21 12 ○ がん患者に対する緩和ケアの施行率 ○

22 1 ○ 脳卒中地域連携パスの使用率 ○

23 2 ○ 大腿骨頸部骨折地域連携パスの使用率 ○

24 3 ○ 急性期病棟における退院調整の実施率 ○

25 3 ○ 救急搬送患者における連携先への転院率 ○

26 4 ○ 退院時共同指導の実施率 ○

27 5 ○ 介護支援連携指導の実施率 ○

28 6 ○ 回復期リハビリテーション病棟退院患者の在宅復帰率 ×

指標区分

患者満足

病院全体

4疾病等の
主な疾患

回復期
慢性期
地域連携
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レセプトを用いたパスの作成と質評価）

病院名

脳卒中に対して地域連携パスを算定している割合

脳卒中地域連携パス使用率と
平均在院日数の相関

連携パスを使っている（＝他の
施設と協力している）施設ほど
脳卒中の入院期間が短い。

このように仮説の明確なKPIを医療の質の評価・公表等
推進事業を参考に作成して、NDBで進捗管理
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産業医科大学内の作業

開発した医療介護総合
データベース（HDAS）のシステム概要

国保医科レセプト

国保調剤レセプト

後期医科レセプト

後期調剤レセプト

介護保険レセプト

医療保険・介護保険
被保険者対応テーブル

データ加工

傷病コード
マスタ

特定健診データ

• 医療介護特定健診共通の個
人ＩＤの作成とハッシュ化

• 分析用に加工した各データの
個人IDを上記個人共通IDに変
換して分析用DBを作成

• 上記分析用DBをQlikviewファイ
ルに加工

QVファイル QV用
サーバー

端末での閲覧
（参加自治体）

National Database における
個人情報保護方針に準拠した

システム構成

KDBと連結可能
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医療介護保健総合分析システム
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ある保険者における外来薬剤費の分析
（2011年10月）

ジェネリック代替効果の分析

2011年10月のこの保険者の外来医療における薬剤費は1.7億円。仮に
ジェネリック代替可能な薬剤をすべてジェネリックにすると3.7千万円
（22%）薬剤費を削減することができる。
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特定健診の分析システム

ともに脂質、血糖、血圧のリスクがあるが、「服薬あり」のため「情報提供」となった男性の事例。
上段の男性はそれぞれの傷病の内服治療を受けているが、下段の男性は受けていないことがわかる。 22



医療と介護の連結分析
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複合的な傷病を持つ要介護高齢者数のサービス受給状況

（自治体データ：認知症とがんがあり介護サービスを受けている患者
2012年10月）
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介護予防事業の効果に関する分析
H23年度に基本チェックリストの送付を受けて返送した住民（2228名）のうち、二次予防該当と判定さ
れた481名についてH24年度以降の介護保険給付の状況を体操への参加の有無別に分析した結果
が示されている。利用者の割合は2群で差がないが、参加群では施設サービス、地域密着サービスの
利用がなく、また要介護度も要支援2までにとどまっていた。同様の効果は医療費でも確認されている
以上より、介護予防事業は介護給付費及び医療費の節約効果があることが明らかとなった。
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費用対効果分析の例
（肺炎球菌ワクチンの効果分析）

観察期間

観察
残存率

P<0.01
Log Rank 検定
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肺炎予防の経済評価

【対象】
平成25年度（4月～3月）に肺炎予防球菌ワクチン接種の勧奨通知を受けた60歳以上の高齢者3894
人。なお、勧奨は地区単位で3年で全地域の高齢者に接種。
【方法】
3894人のうち接種した者1134人と接種しなかった者2760人について肺炎発症の有無を国保レセプト
及び後期高齢者医療制度レセプトから把握し，生存分析を行った。なお，ワクチン接種月は対象者に
よって異なるため，接種群については接種月から肺炎発症または観察終了月までの期間，非接種群
については4月から肺炎発症または観察終了月までの期間を観察期間とした。
【結果】

接種群は未接種群より統計学的にも有意に肺炎罹患率が低く、またかかった場合の医療費も少な
かった。費用効果分析でも有意な医療費節約効果が推計された（下表）。

平均 標準偏差

ワクチン接種 1,134 7,983 89 0.01115 350,978 613,619
ワクチン未接種 2,760 30,456 424 0.01392 1,179,856 1,758,259

費用効果分析
1万人の高齢者

予防接種をしなかった場合の肺炎医療費=10000人×罹患率（0.01392）×罹患者一人当たり肺炎医療費（1,758,259）　(A) 164,256,315
予防接種をした場合の肺炎医療費=10000人×罹患率（0.01115）×罹患者一人当たり肺炎医療費（350,978）  (B) 39,129,425

利得 (C) 125,126,890

ワクチン接種費用を考慮した利得

肺炎ワクチン接種費用＝7000*10000 70,000,000 (D) (D)-(C ) 55,126,890

原価＝4835円 48,350,000 (E ) (D)-(E ) 76,776,890

罹患者一人当たり肺炎医療費（円）
観察人月 肺炎発症（人） 罹患率対象者（人）
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まとめ

• 我が国には医療・介護の現状と課題、そして今後の
あり方を客観的に検討するための情報がある。しか
も、技術的にその活用は問題なくできる。

• しかし、それが有効活用されていない。
• 最も大きな阻害要因は、どの主体が、どの情報を、
どのように活用すべきか、のコンセンサスがないこと

• 基盤システムは国が整備し（フォーマットの統一）、
民間事業者がそれを前提に活用を考える、という仕
組みが望ましい→フォーマットの不統一はコスト増と
非効率化につながる。まずは、共通フォーマットでの
可視化が喫緊の課題
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